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                  図１  技術と技術開発の違い 
技術開発 
１．技術を作り出すこと。 


















  技術者の持つイメージを示すと、「技術」＝“技術”＋神秘性である。 




    もし、「技術」＝“技術”であるなら、神秘性：なし となる。 
神秘性という言葉が気に障るという人は、「規定できない部分」と読み替えていた
だいて構わないが、同じ意味である。 




























    このためコンドラチェフが技術進歩の波といえば「変化しているのは何か、それ
が技術なのか」と聞きたくなるし、シュンペーターの技術進歩なら「定義しないものの
進歩がどうして議論できるのか」と言いたくなる。 














































    このようなことで、本論は技術と経済学の隙間を埋める一つの試みとして読んで
頂けると有りがたい。 
    そしてこの方法は、技術移転論に関しては過不足なく応用できる。 
 
４．本論の検討に至る経緯 
    話をあまり大きくしてしまうと、「眉につば付けて…」ということに為りかねないの
で、どのような筋道でこのような議論を始めたかを示す。 
 









































    技術移転は日本から発展途上国に対する技術協力プロジェクトとして数多く行わ
れている。この分野の技術移転努力の評価や効率的運用のためには分析手段とし
て、計量分析の方法が有効である。 
    どれだけの技術(価格で示した価値)が移転され、そのためにどれだけの費用が
掛かっているのか、どの部分の冗長度が大きいのか分かれば、技術協力プロジェクト
の効率的運用が可能になるし、実施後の評価においても数値分析が可能になる。 
    また、技術協力プロジェクトの実施にあたってプロジェクトを計画するが、その時、
技術がものと人にどのように依存しているのか分かれば、供与機材と人材教育の比
率をどのように設計すれば合理的であるのかということも分かる筈である。 
    この時キーとなるのが、技術とはどういうものか、それはどのように計量できるの
かということなのである。 




    また、企業から企業への技術移転契約に伴う技術の移転も技術移転であるが、
ここで評価されるのは技術移転の効率ではないので、当面本論の方法は適用しな
い。 











































































































































    本論では、技術協力における技術移転プロジェクトの効率的運用を行うために
必要な、“技術”の計量経済学的取り扱いを論じる。 
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技術の機能する過程 
                       理想的な、技術が人に依存しない状態 
 







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第１章  技術とは何か 
１．はじめに 






















































































































    この図１に示される三枝の主張は、次のようなものである。 





    ここで注意すべきは、自然に属する諸々の物（エネルギー等不定形のものも含
図１-1労働手段説、三枝の過程説の関係
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    この時注意すべきは、三枝、岡の両者とも、科学知識はこの規則に含めていな
いことである。これは、『科学知識は「人が作り出す」といったものではなく、「人の介在
に関わらず自然の中に存在している」から』という論理である。 













    以上のように見てきた三枝、岡の技術定義の意味を、図１を参照しながらまとめ
ると、次のようになる。 
① 技術は人間と自然との関わり合いの間に存在するものである。 


























































































































































































































   ここで三枝と岡の定義の示す技術イメージを描いてみる。 






















































































































































































































































１3．第 1 章の まとめ 
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第 1 章 補論 
１．創造性についての考察 





































    もし、「技術の機械への体化率」を定義するなら、「体化率は、人－機械協業にお
ける機械化率である。」となる。 
 













































０     最適機械化率 １００％ 
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第 1 章 脚注  
注)1  TFP 分析の概要 
    生産関数を Ｙ＝Ｆ（Ｌ，Ｋ，Ｔ）で示せるとする。 
ここで     Ｙ：生産＝産出 
         Ｌ：労働 
         Ｋ：資本 
         Ｔ：技術   である。 
 
この生産関数は、①労働、資本の限界生産力は正。 
              ②その限界生産力は逓減する。  
             ③生産規模に関して収穫不変。  
            という３条件を満たす(と仮定)。 
 
この３条件を満たす関数として  Ｙ＝ＴＬαＫβ  
                           （コブ・ダグラス型生産関数）を採用する。   
 
 Ｔ＝Ａｅλｔ    とおき、コブ・ダグラス型生産関数に代入し、対数をとると 
          lnY=lnA ＋λt ＋αlnL＋βlnK  
 
これを時間ｔで微分すると 
                       ｄＹ／ｄｔ      Ｙ    ＝λ＋α
ｄＬ／ｄｔ 
   Ｌ   +β 
ｄＫ／ｄｔ 
   Ｋ    
また、技術進歩率は ｄＴ／ｄｔ    Ｔ    で示される。   
ここで Ｔ＝Ａｅλｔ の対数を取って微分すると、 ｄＴ／ｄｔ    Ｔ    ＝λ  となり、 
技術進歩率はλに等しい事が分かる。 
即ち、技術進歩率＝  ｄＹ／ｄｔ      Ｙ    －α
ｄＬ／ｄｔ 
   Ｌ   －β 
ｄＫ／ｄｔ 
   Ｋ   となる。 
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    ここで、注意しなければならないのは、技術は技術そのものの大きさで議論され
ておらず、技術進歩率という形で、 ｄＴ／ｄｔ    Ｔ    で示されていることである。 


























































    以上の説明では、もう一つの提示された概念であるメモリーとの違いは、明らか
でない。 
    アルゴリズムも形式的にはメモリーの一種である。例えば、電子計算機で用いら
れているプログラムもメモリーの何れも{１，０}で表記される。 
    何がメモリーとアルゴリズムを分けるかというと、アルゴリズムには時間概念が
付随していることである。 




















注)9  注)7のアルゴリズムの説明参照 










































注)17  三枝も「過程説」の中で、カント哲学を援用して、創造活動を説明している。 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































        図２－１ 技術開発と技術の関係模式図 





































0   ・   ・ 
 熱力学的  情報論的 












































     
 










































































































































  エントロピー はｄＳ＝ｄＱ／Ｔで定義される。ここで温度Ｔが室温程度であまり変わら
ないとすれば、Ｔは定数として取り扱うことが可能である。 














  ここで工数を採用すると、３つのメリットがある。 




















































  即ち、工数の推定は標準原価(＝市場価格－平均利益)を用いて 































































































     破壊・崩壊過程等をエントロピー増大に、技術開発をエントロピー減少に準える
考え方がある。「技術開発がエントロピー減少」だとしたら、技術はエントロピーで示せ
る筈である。この仮定に基づいて、技術のエントロピー表記の可能性を検討した。 










    技術移転においては、モノである製品の移動と移転先での労働者教育が行われ
る。この教育の意味が、移転された機械を機能させるための「技術補完教育」と技術
開発能力をつけるための「創造性教育」から成り立つことを示した。 
    また、教育自身も技術として把握できる事を示し、「オペレーター教育＝技術補
完教育」の必要量であると意味内容も示した。 
 
    創造性教育については、「これから作り出されるものは、実体が無い段階では示
せない」ということからその意味内容は示せないが、「精神活動は本来創造的に働く
ため」精神活動を人に役立つ方向へ方向づけること、即ち動機付け教育であると示し
た。(補論 1. 参照) 
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① 「統計力学」Ｇ．Ｓ．ラシブルック著 久保他訳、白水社、１９７３年 
② 岩波講座 基礎工学８「熱力学 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」、 




第 2 章 補論 
1．技術開発能力と創造性教育について 
  人間の精神活動は、本来創造的要素がない筈の「記憶を思い出す」というような
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せて次段階からみた一つの部品      
      =    +  となる。 
部品名 工数 完成度 
工数（ソフト） 工数（ハード）






                １ｃｘ＝ａx+ｂx  ｃｙ＝ａy+ｂy 
ｂy ｂx 












































注)6  ここで量産化する場合の工数の低減を考えてみる。 
  量産(n個作る)の場合の一製品当たり工数は、ｎが大きいとき、 
   1/n×｛イニシャルの工数+(n－1）×コピーの工数 ｝  
 ＝ イニシャルの工数/ n + (n－1）/n ×コピーの工数  
 ≒ (n－1）/n ×コピーの工数 ≒ コピーの工数     である。 
 













































第 3 章    技術移転プロジェクトの計量 
 
１． はじめに 










































    なお、土地・建物及び労働に携わる人は移転先国の側で手当てされる。 
 






    技術の計量単位としては第 2 章で工数を採用する事とした。 
  工数の推定は標準原価(＝市場価格－平均利益)を用いて 












       本則： 技術移転量は工数により表記する。 






















































４． 技術定義外の労働手段等について（建物、機械類据え付け調整等）  












    また、技術移転のために技術者を派遣すれば、その技術者に係わる医療・福利
厚生も必要になる。 
 




    土地・建物(工場・研究室等)、受電設備、上・下水道設備、電子計算機、廃棄物
処理設備、光熱費、輸送費、機械・設備据え付け調整費。 















    なお、(３)は移転技術を機能・成立させるために不可欠の条件であるが、技術移
転の計量という観点からは対象外である。(図３－１参照)。 
    (１)と(２)は、技術移転量として計量する。(２)が何故技術移転量に含まれるかと
いうと、技術のうち人に依存する部分の移転に不可欠であるからである。いわば、教
育-技術の移転要素ということになる。  
    また、計量の物差しとしては、技術を構成する各製品を市場価格で積算している
ので、これらの価格も市場価格で積算する。 














    量－狭義の製品） 
＝理想的な独立した技術の量－モノとして移転された技術量  ……（１） 
である。  


































  １０％ということなら１０段階の機械化率推定表を作ればよい。(表 3-1) 







             技術分野・分類           機械化率推定値 
フルオー トメー ション              １．０ 
・ ・ 
・ ・ 
 手工業                 ０．１ 
 機械・道具を全く用いない手作業        ０ 
             (現実には無い) 
 
                 表３－１ 機械化率推定表の例示  
 
 
６． 機械化率推定表の検討  
  機械化率＝（モノとして移転された技術量－狭義の製品）÷（理想的な独 
        立した技術の量－狭義の製品）である。 
 
    ここで（モノとして移転された技術量－狭義の製品）は第 1 章で「労働手段」と呼
んだものの全てを足し合わせたものである。注)4 




















    機械化率推定に用いるという想定のもとでは、どんな技術でもこの模式図の上で表現できる
ということを仮定している。 
  全体を各個別技術の（理想的に独立した技術の量）で割り規格化しておく。 



















    機械化率１００％では人件費０である。そのような技術では、（人件費＋機械費）
は理想的な独立した技術の量に等しくなる。 
    また図３－２は、個々の技術について図１－3 で示した「人－機械協業における
コスト曲線」の最適機械化率を集成した図になっている筈である。 























































































   図３－５ 機械化率０％及び１００％とその近傍の最適機械化率  
 図３－５左図ではａ<ｂであり、右図ではａ>ｂである。また、図３－２における誤差≪１ということは、ａ≒
ｂということと等しい。 なお現実には、通常ａ＞ｂであり、左図は考えがたい。（第１章 図１－７参照）   
 
６－4 全機械化したときのコストと全人手化したときのコスト 
    では、ａとｂの大きさはどのような関係にあるのであろうか。 









       図３－６ (ｂ／ａ)－機械化率曲線 
















１００％は図３－５左 にあたる。 機械化率 


























  これにより、機械化率≒機械費／（機械費＋人件費）が示せた。注)6 
    この機械化率を技術分野毎に１０段階表で示せば、目的の機械化率推定表が
得られることになる。 
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                              Ａ           Ｂ                       ％ 
       業種別 給与総額 減価償却費 Ａ＋Ｂ Ｂ／Ａ＋Ｂ  
 鉱業 69,723 43,834 113,557 39  
 製造業 34,603,076 10,309,767 44,912,843 23  
  食料品製造業 2,084,207 414,091 2,498,298 17  
  飲料・たばこ・飼料製造業 809,829 293,457 1,103,286 27  
  繊維工業 411,571 89,680 501,251 18  
 衣服・その他の繊維製品製造業 404,072 30,950 435,022 7  
 木材・木製品製造業（家具を除く） 176,433 30,473 206,906 15  
  家具・装備品製造業 208,092 28,884 236,976 12  
  パルプ・紙・紙加工品製造業 720,415 347,018 1,067,433 33  
  出版・印刷・同関連産業 1,552,791 313,012 1,865,803 17  
  化学工業 3,619,695 1,175,633 4,795,328 25  
  石油製品・石炭製品製造業 256,719 301,643 558,362 54  
  プラスチック製品製造業 808,427 226,109 1,034,536 22  
  ゴム製品製造業 520,310 131,053 651,363 20  
  なめし革・同製品・毛皮製造業 20,774 1,738 22,512 8  
  窯業・土石製品製造業 853,978 247,250 1,101,228 22  
  鉄鋼業 1,495,617 815,566 2,311,183 35  
  非鉄金属製造業 781,107 280,402 1,061,509 26  
  金属製品製造業 1,379,205 293,078 1,672,283 18  
  一般機械器具製造業 3,709,290 589,821 4,299,111 14  
  電気機械器具製造業 8,026,536 2,605,426 10,631,962 25  
  輸送用機械器具製造業 5,654,654 1,891,224 7,545,87 25  
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  精密機械器具製造業 613,633 91,945 705,578 13  
  その他の製造業 495,721 111,314 607,035 18  
                                 平成１０年企業活動基本調査速報より  
             表３－２ 機械化率の推定  













































０．４ 鉱業 、鉄鋼業 
０．５ 石油製品・石炭製品製造業 
































   図３－７ 技術の「人が関与する分」の移転と計量の考え方 
 





































































































































































9. 創造性教育（技術開発力の移転）  































































































































「技術取引市場」という期待価値の実現化メカニズムも存在しない。   
 






    技術移転の効果は、移転先国における移転される技術の経済・技術戦略的意
味合いから導出される。それは技術自体の価格とは直接的関係を持たない。 





















    そこで考えられているのが、技術戦略的意味付けである。 
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    しかしここには、一貫した技術を所有する（占有する）ことよりも、相互依存による
経済性の向上が選択されているという事実がある。即ち、技術よりも経済合理性の方
が優先される、上位の判断基準ということである。 





















    この場合、移転対象技術に係わる部品と製品の相対的関係を示すということが
移転対象技術の周辺での技術連鎖記述である。 
 


























































    技術移転における教育には、オペレーター教育の他に創造性教育（技術開発力
の移転）があり、創造性教育とは心理学用語を援用すると、動機付けに他ならない。 
 
    また、技術連関上の位置づけを示すために、前・後技術の間での当該技術の位
置付けを簡略化した図表を使って示すことにした。 
 
































教育からの産出量    >     技術補完に必要な教育  
教育への投入量 
技術量の推定…










③ 理想的技術量の推定  
定義から、理想的な独立した技術量＝（ものとして移転された技術量）÷機械化率 である。   
これに①、②の結果を代入して、理想的な独立した技術量を求める。 




























①「動機と情緒」エドワー ド Ｊ マレー著､八木 冕 訳、岩波書店､１９７４年 













































































































































































２．  マレーシア国 ＡＩシステム開発ラボラトリ プロジェクトの概要 
  本プロジェクトは、人工知能技術（Artificial Intelligence）の一分野である Expert 
System 開発技術をマレーシアに移転しようというものである。 





















































  プロジェクトの概要は以下の通りである。 
① 実施期間        １９９５年３月１日～２０００年２月２９日 
 
② 実施場所        ＳＩＲＩＭ※、ブロック２４、２階部分 
                 ※クアラルンプールから南に３０ｋｍのシャーラム市内在。 
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③ 技術移転項目      Expert System開発技術 
                 １） 分析・診断型システム開発技術 
２） 相談・分析型システム開発技術 
３） 設計型システム開発技術 
                ４)計画型システム開発技術 
 
④ 日本側からの供与物件及び人材派遣（日本側投入） 
               機材供与（総額：３億９０００万円） 
１） ワークステーション ３１台 
２） ＥＳ開発用ツー ル・ソフトウェア 






               長期専門家（現地滞在派遣、６人×５年間。延べ１２人）  
１） チーフアドバイザ  ー  １名 
２） 業務調整          １名 
３） ＥＳ開発計画       １名 
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４） ＥＳ構築技術         ２名 
５） ＥＳ構築ツール       １名 
 
               短期専門家（２週間程度、３５名） 
 
               カウンターパート（日本国内）受入れ研修 （２１名） 
 
               日本側現地費用負担（２０７０万円） 
 
⑤ マレーシア側の提供物件及び参加人員 
 （１） カウンターパートの配置 
           暦年   １９９５    １９９６   １９９７   １９９８    １９９９ 
実際の配置人数     １３人      １４人      １８人    １７人      ２６人 
（ 配置計画人員    ３４        ３４        ３４      ３０        ３０） 
 
 （２）  建物・施設の提供 
               １）ブロック２４、２階部分 
               ２）事務設備等 
               ３）光熱水道費 
 
 （３）  供与機材等のメンテナンス 
                 総計１００万リンギ≒２８００万円 
 
 （４）  プロジェクト関連支出総計 
    ４６３万４０００リンギ ： 上記（３）及び人件費を含むマレーシア側プロジェクト支出総計 
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⑥ 成果 
    上記③の技術移転項目の移転を達成するためにシステム開発を行い、その間















    開発されたシステム自体は、上述の様に新たな定義による「技術」である。 
 
                開発されたエキスパート・システム（試験モデルを含む） 
１） 分析・診断型システム 
  イポー病院 健常者健康診断システム 
  同上 診断・判定支援システム 
  保健省 国民健康総合チェック・サポートシステム※ 
      ※ＭＳＣ（上記）コンテストへの提案参加 
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  その他 研究・先行モデル ６システム 
 
２） 相談・分析型システム 
                   旅行計画 相談・作成システム 




その他 関連システム  ４システム 
 
                 ４）計画型システム 
                       港湾管理（荷役）システム 
                       教室割り当て（時間割）システム 
                       その他 ２システム 
 
                   総計２３システム（演習作成、デモ用のシステムを含む。） 
 
 



















































 情報処理産業総合  ソフトウェア業  情報処理サービス業  
人件費① 1377114  973154  403960  
外注費② 1105070  693959  411111  
機械賃借料③ 150701  65244  85457  
仕入れ原価（④⑤は内数）       
ソフトウェア購入④ 72322  66688  5634  
ハードウェア購入⑤ 311776  270360  41416  
有形固定資産償却費⑥ 192311  33572  158739  
うち電算機設備⑦ 19944  11970  7974  
（モディファイした推計）       
②＋③＋④＋⑤＋⑦＝⑧ 1659813  1108221  551592  
①＋⑧ 3036927  2081375  955552  
Ａ＝⑧÷（①＋⑧） 0.546543  0.532446  0.577249  
    ⑥＋① 1569425  1006726  562699  
Ｂ＝⑥÷（①＋⑥） 0.122535  0.033347  0.282102  
参考：３章の方法による推計       
             平成１１年度情報処理産業経営実態調査報告書（平成１２年３月）より 
              ﾃﾞｰﾀは、平成１０年度分。     単位は１００万円、但しＡ，Ｂ行は比率 
              ソフトウェア業及び情報処理サービス業は情報処理産業総合の内訳 
 











































   ３－１．で求めた情報産業の機械化率０．３を用いて、第３章で示した各項目を
計算すると次のようになる。 
 





    理想的な独立した技術量としては、上の式にそれぞれの値を代入して 
＝（４億１８００万円）÷０．３＝１３億９３００万円   となる。 
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９億７５００万円÷７００万円／人・年＝１３９人・年   である。 































































    第３章でも述べたように、創造性教育については、投入量を示すことはできても、
産出量を計量することは困難である。産出量は「開発能力」である。 








































































































    第３章においても示したように、移転された技術の価値そのものが一国の経済
に影響を与えることはない。 





















  情報技術といわれるものを試みに示してみると、図４－２の様になる。 


















































































































    開発されたエキスパートシステムのレベルで技術の連関を示す。 
    第３章で開発した「完成度」は上で述べたような理由から、適用しない。 
 
 






























    前段階技術は供与機材等、システム開発技術と専門家の知識から成り立ち、
全てマレーシア国内で調達可能であるか今回供与された技術である。 
 









で保健省 「国民健康総合チェック・サポー トシステム」として提案している。 
 






















































はカメラ、家電製品 等 次々段階製品（技術）の部品となる。 
    金型価格見積もりシステムを含む金型加工技術はプラスチック加工技術の長
い技術連鎖中で比較的川上に位置している。 













    「金型価格見積もりシステム開発選定」経緯は、次のとおりである。 



















































マンパワ  ー マンパワ  ー
移転技術 開発成果 技術 次段階の技術 
 157































































































































    （日本）国内情報処理産業のデータを用いて、本プロジェクトのＡＩ技術の機械化
率を０．３とした。 
     「ものとして移転された技術量」としては、日本からの機材供与総額：３億９００
０万円及びマレーシア側負担のメンテナンス費用等２８００万円の総計４億１８００万
円を充てる。 
    「理想的な独立した技術量」としては、１３億９３００万円である。 
    「ものとして移転できなかった技術量」は９億７５００万円である。 
 




９億７５００万円÷７００万円／人・年＝１３９人・年   である。 
 
  本プロジェクトの労働工数、計画投入量は１６２人・年である。 











①「マレイシア ＡＩシステム開発ラボラトリ 終了時評価報告書」、 




















    ＳＩＲＩＭ計量センターは１９８１年から４年間実施された JICA プロジェクト方式技




型式認定などの業務を行っている。National Measurement Center を名乗っている









  プロジェクトの概要は以下の通りである。 
① 実施期間        １９９６年３月１日～２０００年２月２９日 
 
② 実施場所        ＳＩＲＩＭ計量センタ  ー
                   （ＳＩＲＩＭ※、ブロック８） 
                     ※クアラルンプールから南に３０ｋｍのシャーラム市にある。 
                     ＳＩＲＩＭの説明は、前章参照 
 
③ 技術移転項目   計量標準技術の維持、向上 
                  １）「長さ」の計量標準 
                  ２）「電気」の計量標準 
                  ３）「圧力」の計量標準 
                  ４）「振動」の計量標準 
 
④ 日本側からの供与物件及び人材派遣等 （日本側投入）  




















６３３nm・He-Ne安定化レーザー発振器  等 
 
               長期専門家（現地滞在派遣  ６名、１９９９年度は４名） 
１）  チーフアドバイザ  ー     １名(１９９８年に交替) 
２）  業務調整             １名 
３） 長さ計測専門家        １名 
４） 圧力計測専門家        １名 
５） 電気計測専門家        １名 
６） 振動計測専門家        １名 
        （１９９９年に圧力、振動計測専門家帰国） 
 
               短期専門家派遣（２５名） 
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             カウンターパート（日本国内へ）受入れ研修 （１４名） 
              日本側現地費用負担（１１００万円） 
 
⑤ マレーシア側の提供物件及び参加人員 
               建物・施設の提供 
                 協力期間中は計量センター(ＳＩＲＩＭ内ブロック８)。 
                 ：プロジェクト開始前に実験室が増築された。 
           (協力終了後、新設の国立計量センター・ビルへ移動の予定) 
 
             ４分野の計量標準機材 ５５１万リンギ≒1.7億円 
 
                マレーシア側負担総計  １０００万リンギ≒３億円 
 
                 カウンターパート配置  ２７名 
                 １）「長さ」           ４名……内１名中途で海外留学 
                  ２）「電気」           ６名……８名在職、１名転職 
                  ３）「圧力」           ３名…５名在職、１名転職、１名離職 
                ４）「振動」           ２名 
５) 管理・他部門等  １２名 
          注）転職はSIRIM 内他部門への異動 
              離職は SIRIM から退職 
 
⑥ 成果 




  （精度目標値を数値で示すことは可能である。） 
 











































    「理想的な独立した技術量」としては、上の式に機械化率０．５を代入して 10億
4000万円となる。 





    「ものとして移転できなかった技術量」は、「理想的な独立した技術量」と「ものと
して移転された技術量」の差額として５億２０００万円となる。 
  【機械化率０．４とすると、「ものとして移転できなかった技術量」は 
   ７億８０００万円である。】 
  これに相当するオペレーターとして必要な工数は、前章同様、日本国内の製造業
平均賃金 ７００万円／人・年を用いて、 
  ５億２０００万円÷７００万円／人・年＝７４．３人・年  である。 
  【機械化率０．４とすると、７億８０００万円÷７００万円／人・年＝ 









     前章でも述べたように「技術補完に必要な労働工数」とは、上で述べた「ものと
して移転できなかった技術量」に相当する労働工数である。またこの労働工数は供
与機材に見合ったオペレーター教育の必要量を示すことになる。 
















    なお、「技術補完に必要な労働工数」の推計の元になる機械化率の推計が本
章の場合、かなりいい加減であり（本章の機械化率を推定した部分）、上のような明
確な断言をするのは憚られる。 












② 「理想的な独立した技術量」としては、10億 4000万円となる。 
  【機械化率０．４とすると、「理想的な独立した技術量」は１３億円。】 
 
③ 「ものとして移転できなかった技術量」は、５億２０００万円となる。 
  【機械化率０．４とすると、「ものとして移転できなかった技術量」は 



































この両辺を積分すると 技術総量≒総生産＋定数 となる。 







































































   ＝（４億１８００万円）÷０．３＝１３億９３００万円となり、 
   「ものとして移転できなかった技術量」は９億７５００万円となる。 
 
この「ものとして移転できなかった技術量」に相当する工数は、 
  ９億７５００万円÷７００万円／人・年＝１３９人・年 となる。 































































































第4章、第５章 技術協力案件のケース・スタディ  
  第1～第3章で開発した技術移転プロジェクトの分析手法を実際の案件に適
用して、その有効性を検証した。ケース・スタディ１としては、筆者が携わっ
た、「マレーシア ＡＩシステム開発ラボラトリ プロジェクト」を取り上げた。 
 
    技術移転に係わる技術量「理想的な技術となった場合の技術量」、「ものと
して移転された技術量」、「ものとして移転できなかった技術量」、「技術補完に
必要な労働工数」（「ものとして移転できなかった技術量」）を計算し、実際の
プロジェクトの関連数値と比較し妥当性を検証した。 
  それぞれの数値は、経験的に行われている技術移転計画の数値を説明して
おり、技術移転の経験的運営を技術論により合理的に説明することができた。 
 (終章了) 
 
